
富山市長の定例記者会見（2018年 8月 2日）での発言に関する報道を受けて 

 

8月2日の市長の定例記者会見において、パートナーシップ制度に関して、市長が「社会的要請を感じない」

旨の発言があったと、一部メディアが 8月 3日に伝えました。 

 その反響が SNS等で広がっていたため、市へ意見を送ることが必要と判断し、8月 5日に市のホームページ

を通じて意見を送付しました。その際の経緯や送付した意見の内容等についてお伝えします。 

 

○質問の形式と質疑の内容 

市の広報課に確認（8 月 8 日）したところ、この質疑応答は記者からの代表質問で行われ、質問事項につい

ては、事前に市長にも伝えてある形での質問でした。 

記者からは、「自治体でパートナーシップ制度の制定が広がっているが、富山市はどうか」といった内容の質

問があり、それに対して市長は、「全国約 1,700の自治体のうち、まだ少数にとどまっている」こと、そして、メディ

アで報じられたような「要請は感じない」旨の発言をされたとのことです。 

 

○質問の経緯 

質問の前後で性的少数者に関する何らかの話があったわけではなく、記者の単独の質問だったこと、パート

ナーシップ制度以外の施策については、特に言及はなかったことを確認しました。 

 

○過去の市長の発言 

ちなみに、3年前の 2015年 4月 1日の市長の定例記者会見においても、同年の渋谷区での、いわゆるパ

ートナーシップ制度制定に関連して、富山市長はどう考えるかとの質問がありました。その際、市長は「一人一

人の生き方ということについては認めていかなくてはいけないと思う」と述べた一方、同性カップルが「法の保護

を受けるかどうかということは別」などの発言がありました。（市の広報課の議事録参照） 

 

○市へ送付した意見の内容 

今回の市長の発言については、報道を受けての反響が SNS 等で広がっていたため、何らかの意見を市に送

る必要があると判断し、8月 5日、市のホームページから、以下のような意見を送付しました。 

 

・市長の発言の報道を受けて、SNS等で反響が広がっていること 

・性的指向や性自認等に関する基本的な知識 

意図して選択できるものではなく、趣味嗜好ではないこと 

人口割合で 5～8％程度おられること 

市の職員約 4,000人の中にもおられる可能性があること 

正しい知識が広がっていないため、偏見や差別に苦しむ人や当事者と知られたくないと思う人等がいること 

（市長や市職員が性的指向や性自認等について詳しくご存じない可能性もあるため） 

・パートナーシップ制度の「要請を感じない」ということであったが、富山市とはすでに地元の市民団体ら（ダイバ

ーシティラウンジ富山、レインボーハート富山）が富山市男女共同参画サテライト講座の講演で、市民への啓発

を実施していること（H30 年 2 月）、市との公募提案型協働事業により小中学校向け啓発事業を行ったこと

（H28年度、29年度） 



・最後に、当事者が求めていることはパートナーシップ制度の制定だけではなく、日常的な困難や悩み等を減ら

すために、市として取り組めることが様々な分野であること 

具体的には、市が性的少数者の支援を打ち出すこと 

市職員や市民、教職員等への研修・啓発 

選挙投票所入場券や公文書等の性別表記を見直すこと 

職場や医療、福祉等の場での理解促進が必要であること など 

 

多様な生き方を尊重する社会へ向けて様々な取り組みが必須で、市が率先してその姿勢を見せることが当

事者を勇気づけるため、今後の市の取り組みをお願いしました。 

市からの回答が届きましたら、またお知らせさせていただきます。 

 

2018年 8月 9日 

レインボーハート富山 

 


